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１. 計画の策定にあたって 

（１）計画策定の背景 

本市では，「みんなでつくる みんなで暮らせるまち かしわ」の基本理念の下，障

害福祉施策に係る基本計画や福祉計画を「ノーマライゼーションかしわプラン」として

一体的に策定し，障害の有無にかかわらず，誰もが地域で安心して暮らせる環境づくり

に向けた施策を推進しています。 

これまで本市では，市内に４か所整備した地域生活支援拠点を中心に，「福祉の総合

相談窓口」や他の地域資源との連携により障害者の暮らしを支える「かしわネットワー

ク」を構築し，市民にとって身近な地域における支援ネットワークの強化と活用を図っ

てきました。 

また，国においては障害者の高齢化・重度化や親なき後の生活など課題が複雑化・複

合化する中で，「地域共生社会」の実現に向け，障害者が住み慣れた地域で安心して暮

らし続けられる支援体制づくりが進められています。その中で，関係機関等の連携の緊

密化を図るとともに，地域課題の把握や支援体制の整備について協議を行う地域協議会

との連携・協働の重要性が高まっています。 

あわせて，多様化する個々のニーズに応じて，利用者が良質なサービスを選択できる

ようサービスの質の向上に向けて取り組むとともに，利用者に真に必要なサービス等が

適切に提供されているのかを検証していくことも重要となっています。 

このような国の動向に加え，これまでの施策の進捗状況，2025（令和７）年度に実施

した基礎調査結果等を勘案すると，地域協議会と連携・協働しながら継続的に地域課題

等に取り組む必要がある一方で，多様化するニーズやサービス提供体制の検討等には柔

軟な対応が必要となります。 

そこで，継続的な取組と柔軟な対応に並行して取り組めるよう，障害福祉施策の総合

的かつ計画的な推進を図るための理念や方針等を定める「柏市障害者基本計画」の計画

期間を従来の３年間から６年間へ延長する一方で，サービス基盤整備等を定める「柏市

障害（児）福祉計画」は従来どおり３年間の計画期間とした「ノーマライゼーションか

しわプラン 2027」を策定いたしました。 

本プランでは，地域共生社会の実現に向け，障害者が主体となって地域生活を送るこ

とができるよう，「かしわネットワーク」を基盤とした支援を提供するとともに，地域

協議会と連携・協働しながら地域課題に取り組むことで，身近な地域における支援ネッ

トワークのさらなる強化と活用を図っていきます。 
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（２）国・県及び柏市の施策動向 

国及び県における障害者及び障害児に関する法制度等の改正や策定を受けて，本市の

施策が展開されてきました。 

 

■ 図 1-1 障害福祉に関する法制度等の動向 

年度 国・県 柏市 

2021 
（令和３） 

年度 

【国】 
⚫ 障害者差別解消法改正法公布 
⚫ 高齢者，障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律（バリアフリー
法）の一部改正法全面施行 

⚫ 医療的ケア児及びその家族に対する
支援に関する法律施行 

【県】 
⚫ 第七次千葉県障害者計画開始 
⚫ 工賃向上計画支援等事業 

⚫ 柏市第五次総合計画後期基本計画開始 
⚫ ノーマライゼーションかしわプラン

2021 開始 
⚫ 成年後見制度に係る中核機関設置・一

次相談窓口の運用開始 
⚫ 障害者等社会参加コーディネート事業

開始 
⚫ 障害者等社会参加・就労支援事業開始 

2022 
（令和４） 

年度 

【国】 
⚫ 障害者総合支援法等の改正法公布 
⚫ 児童福祉法改正法公布 
⚫ 障害者による情報の取得及び利用並

びに意思疎通に係る施策の推進に関
する法律（障害者情報アクセシビリ
ティ・コミュニケーション施策推進
法）施行 

⚫ 第４期柏市地域健康福祉計画（中間年
度見直し版）開始 

⚫ （仮称）柏市子ども・若者総合支援セ
ンター整備計画公表 

⚫ 青和園民営化 

2023 
（令和５） 

年度 

【国】 
⚫ 第５次障害者基本計画開始 
⚫ こども家庭庁発足 
⚫ 障害者雇用促進法の一部改正法一部

施行 
⚫ 第７期障害福祉計画・第３期障害児

福祉計画に係る基本指針策定 
⚫ こども未来戦略策定 

⚫ 柏市障害者虐待防止サポートチーム派
遣事業開始 

2024 
（令和６） 

年度 

【国】 
⚫ 障害者総合支援法等の改正法施行 
【県】 
⚫ 第八次千葉県障害者計画開始 

⚫ ノーマライゼーションかしわプラン
2024 開始 

⚫ 柏市基幹相談支援センター設置（２か
所目） 

⚫ 柏市くらしコーディネーター設置 
⚫ 児童発達支援センター（地域障害児支

援体制中核拠点）設置（２か所） 

2025 
（令和７） 

年度 

【国】 
⚫ 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律（バリアフリー法）
の一部改正法施行 

⚫ 第５期柏市地域健康福祉計画開始 

2026 
（令和８） 

年度 

【国】 
⚫ 第８期障害福祉計画・第４期障害児

福祉計画に係る基本指針策定 

⚫ 柏市こども・若者相談センター開設 
⚫ 柏市第六次総合計画前期基本計画開始 
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2027（令和9）
年度

2028（令和10）
年度

2029（令和11）
年度

2030（令和12）
年度

2031（令和13）
年度

2032（令和14）
年度

（基本構想）

（基本計画）

障害者
基本計画

障害福祉
計画

障害児福祉
計画

柏市地域健康福祉計画

柏市第六次総合計画

ノーマライゼーション
かしわプラン

(計画期間 2025(令和７)年度から10年）

第６期

前期計画（計画期間 2025(令和７)年度から５年） 後期計画（計画期間 2034(令和16)年度まで５年）

第５期（計画期間 2025(令和７)年度から６年）

第９期

第５期

第８期（計画期間 2027(令和９)年度から３年）

第４期（計画期間 2027(令和９)年度から３年）

第５期（計画期間 2027(令和９)年度から６年）

２. 計画の位置づけと期間 

（１）計画の位置付け 

障害者基本計画は，障害者基本法第 11 条第３項に基づく「市町村障害者計画」とし

て位置付けられるもので，市の障害福祉施策の総合的かつ計画的な推進を図るための理

念や方針，取組施策・事業を定める計画です。 

また，障害福祉計画は，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（以下，「障害者総合支援法」）第 88 条第３項に基づく「市町村障害福祉計画」とし

て，障害児福祉計画は，児童福祉法第 33 条の 20 に基づく「市町村障害児福祉計画」と

して位置付けられるものであり，障害者・障害児の地域生活を支援するためのサービス

基盤整備等を定める計画です。 

これらの計画は，市の最上位計画となる「柏市総合計画」を始め，社会福祉の上位計

画となる「柏市地域健康福祉計画」の部門計画として一体的に策定するため，柏市自立

支援協議会の意見を聴取した上で，柏市健康福祉審議会障害者健康福祉専門分科会にて

審議されます。 

 

（２）計画期間 

今回の見直しは，「第４期柏市障害者基本計画（後期計画）」「第７期柏市障害福祉計

画」「第３期柏市障害児福祉計画」での施策の展開を踏まえ，「第５期柏市障害者基本計

画」と「第８期柏市障害福祉計画」「第４期柏市障害児福祉計画」を同時に策定するもの

です。 

計画の期間は，「第５期柏市障害者基本計画」を 2027（令和９）年度から 2032（令和

14）年度までの６年間，「第８期柏市障害福祉計画」「第４期柏市障害児福祉計画」を 2027

（令和９）年度から 2029（令和 11）年度までの３年間とします。 

なお，計画期間中であっても，社会情勢の変化等を踏まえ，必要に応じて内容を見直

すものとします。 

 

■ 図 1-２ 関連計画の期間 
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【健康・福祉の部門計画】 

第５期柏市地域健康福祉計画 

根拠法：社会福祉法第 107 条 〔目指す姿〕 
だれもが その人らしく 住み慣れた地域で 共に いきいきと暮らせるまち 柏 

【基本方針】○だれもが身近な地域の問題に関心を持ち共に支えあう地域づくり 
○だれもが暮らしの問題を相談でき解決できる仕組みづくり 
○だれもが健康でいきいきと暮らせる地域づくり 
○だれもが安全・安心に暮らせる環境づくり 

（３）計画の役割（法的根拠等）及び上位計画との関係 

■ 図 1-３ 計画の役割（法的根拠等）及び上位計画との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

【市の最上位計画】 

柏市第六次総合計画 

〔将来の姿〕柏に関わる一人ひとりが想いを実現できるまち 
～多様な価値や人々がつながり，新たな価値の創造に挑戦～ 

【施策 地域福祉】重層的支援体制整備事業の推進・ノーマライゼーション社会の実現 

【障害福祉の部門計画】 

ノーマライゼーションかしわプラン 2027 

総合的かつ計画的な推進を図るための理念や方針，施策・事業 
 
【基本理念】みんなでつくる みんなで暮らせるまち かしわ 
【基本方針】１ 共生社会の実現に向けた協働の促進 ⇒（柱１，３） 
      ２ 健やかに安心して暮らせる地域づくりの推進 ⇒（柱２，４） 
【重点目標】地域協議会との連携・協働による「かしわネットワーク」の地域での活用 
【基本目標】 

柱１ みんなで守り寄り添う共生のまちづくり 
重点施策：施策１ 相談支援（施策名検討中） 

柱２ みんなで支え安心して暮らせる共生のまちづくり 
重点施策：施策１ 基盤整備（施策名検討中） 

柱３ みんながその人らしく社会参加できる共生のまちづくり 
重点施策：施策１ 就労支援（施策名検討中） 

柱４ みんなが健やかに成長できる共生のまちづくり 
重点施策：施策３ 切れ目のない支援（重点施策から検討中） 

第５期柏市障害者基本計画 

根拠法：障害者基本法 第 11 条第３項 

・国が示す障害福祉サービス等のサービス量の見込みと確保の方策 
・障害児福祉計画（根拠法：児童福祉法第 33 条の 20）と同時に策定 

第８期柏市障害福祉計画・第４期柏市障害児福祉計画 

根拠法：障害者総合支援法 第 88 条第３項 

施策名は，内容が決定しましたら

修正いたします。 
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３. 障害福祉を取り巻く状況と見通し 

（１）柏市の概況 

① 総人口と障害者手帳所持者数の推移 

2021（令和３）年度から 2025（令和７）年度までの５年間で，障害者手帳所持者

数は 1,873 人増加しています。また，増加割合をみると，総人口が 2.1％増である

のに対して，障害者手帳所持者数は 9.8％増と，総人口の約 4.7 倍のペースで増加

しています。 

 

■ 図 1-４ 総人口と障害者手帳所持者数の推移 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総人口 住民基本台帳人口 

障害者手帳所持者数 障害福祉課 

 

 

 

  

431,203 434,156 435,633 437,716 440,158

(4.4%) (4.6%) (4.6%) (4.7%) (4.8%)

19,188 19,768 20,082 20,701 21,061 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

総人口 障害者手帳所持者数（総人口に対する割合）

(人) (人)2.1％増 

9.8％増 
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② 18 歳未満人口と障害児数の推移 

2021（令和３）年度から 2025（令和７）年度までの５年間で，障害児1数は 1,082

人増加しています。また，増加割合をみると，18 歳未満人口が 1.9％減であるのに

対して，障害児は 70.8％増となっています。 

 

■ 図 1-５ 18歳未満人口と障害児数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：18 歳未満人口 住民基本台帳人口 

障害児数 障害福祉課 
 

③ 障害３区分別障害者手帳所持者数の推移 

2021（令和３）年度から 2025（令和７）年度までの５年間で，身体障害者手帳，

療育手帳，精神障害者保健福祉手帳のいずれも所持者数は増加しています。また，

手帳別の増加割合をみると，身体障害者手帳所持者は 1.4％，療育手帳所持者は

20.0％，精神障害者保健福祉手帳所持者は 28.0％で，精神障害者保健福祉手帳所持

者の増加割合が他の障害区分より高くなっています。 

 

■ 図 1-６ 障害３区分別障害者手帳所持者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害福祉課  

 
1 18 歳未満の福祉サービス受給者証もしくは通所受給者証所持者数の一方，または両方を所持している人を

障害児としている。 

12,262 12,297 12,265 12,367 12,434

2,972 3,135 3,295 3,445 3,567

3,954 4,336 4,522 4,889 5,060

19,188 19,768 20,082 20,701 21,061

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

（人）

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

28.0％増 

20.0％増 

1.4％増 

66,337 66,204 65,929 65,622 65,061

(2.3%)
(2.6%)

(3.1%)
(3.4%)

(4.0%)

1,528 
1,741 

2,037 
2,244 

2,610 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

18歳未満人口 障害児数（18歳未満人口に対する割合）

(人) (人)

70.8％増 

1.9％減 
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④ 障害者手帳所持者の年齢分布の推移 

各手帳（身体障害者手帳，療育手帳，精神障害者保健福祉手帳）所持者の年齢分

布はいずれにおいても 2021（令和３）年度から大きな変化はなく，ボリュームゾー

ンについても変わっていません。 

身体障害者手帳所持者では 65 歳以上が最も多く 70％台前半，療育手帳所持者で

は 18～39 歳が最も多く 40％台半ば，精神障害者保健福祉手帳所持者では 40～64 歳

が最も多く 50％台半ばとなっています。 

 

■ 図 1-７ 障害者手帳所持者の年齢分布の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害福祉課  

身体障害者手帳所持者 

療育手帳所持者 

精神障害者保健福祉手帳所持者 

1.9

2.0

1.9

5.0

4.9

4.7

20.3

20.4

20.8

72.8

72.7

72.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021(令和3)

年度

2023(令和5)

年度

2025(令和7)

年度

0～17歳 18～39歳 40～64歳 65歳以上

30.9

31.3

31.7

45.1

45.1

44.3

20.8

20.4

20.9

3.2

3.2

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021(令和3)

年度

2023(令和5)

年度

2025(令和7)

年度

0～17歳 18～39歳 40～64歳 65歳以上

2.8

2.8

2.6

30.1

31.8

32.3

55.5

54.0

53.8

11.6

11.3

11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021(令和3)

年度

2023(令和5)

年度

2025(令和7)

年度

0～17歳 18～39歳 40～64歳 65歳以上
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⑤ 障害種別身体障害者手帳所持者数の推移 

2021（令和３）年度から 2025（令和７）年度までの５年間で，いずれの年度も肢

体不自由の手帳所持者数が最も多くなっています。障害種別の増加割合をみると，

特に内部障害の増加割合（10.6％）が顕著となっています。 

 

■ 図 1-８ 障害種別身体障害者手帳所持者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：障害福祉課 

 

■ 図 1-９ 障害種別身体障害者手帳所持者割合の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：障害福祉課 

 

 

 

 

  

6.7 6.8 6.8 6.8 6.7
8.2 8.3 8.4 8.5 8.4

1.7 1.6 1.7 1.6 1.5

47.0 45.7 45.3 44.4 43.7

36.4 37.6 37.9 38.7 39.7

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

視覚障害 聴覚・平衡機能障害 音声・言語機能障害 肢体不自由 内部障害

827 835 837 838 830
1,008 1,015 1,025 1,047 1,045

205 198 204 199 189

5,760 5,625 5,552 5,491 5,434

4,462 4,624 4,647 4,792 4,936

12,262 12,297 12,265 12,367 12,434

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

（人）

視覚障害 聴覚・平衡機能障害 音声・言語機能障害 肢体不自由 内部障害

10.6％増 

0.4％増 

3.7％増 

7.8％減 

5.7％減 
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⑥ 等級別身体障害者手帳所持者数の推移 

2021（令和３）年度から 2025（令和７）年度までの５年間で，１級，３級，４級

の手帳所持者数は増加しています。等級別の増加割合をみると，３級の増加割合

（4.2％）が他の等級より高くなっています。 

 

■ 図 1-10 等級別身体障害者手帳所持者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障害福祉課 

 

■ 図 1-11 等級別身体障害者手帳所持者割合の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障害福祉課 

 

 

 

  

35.0 35.2 35.3 35.6 35.4

15.1 14.9 14.9 14.6 14.4

15.0 15.0 15.0 15.2 15.4

24.4 24.5 24.4 24.3 24.6

5.1 5.1 5.1 5.0 5.0
5.4 5.3 5.3 5.3 5.2

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

4,293 4,325 4,329 4,401 4,404

1,849 1,836 1,827 1,806 1,792

1,836 1,846 1,840 1,883 1,914

2,995 3,016 2,996 3,009 3,057
622 621 625 618 616

667 653 648 650 651

12,262 12,297 12,265 12,367 12,434
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4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

（人）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

2.4％減 

1.0％減 

2.1％増 

4.2％増 

3.1％減 

2.6％増 
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⑦ 等級別療育手帳所持者数の推移 

2021（令和３）年度から 2025（令和７）年度までの５年間で，いずれの等級2も手

帳所持者数が増加しています。等級別の割合をみると，手帳所持者の中で軽度（Ｂ

-２）の占める割合が年々増加しています。 

 

■ 図 1-12 等級別療育手帳所持者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障害福祉課 

 

■ 図 1-13 等級別療育手帳所持者割合の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障害福祉課

 
2 千葉県療育手帳制度実施要綱では，療育手帳の等級を次のように定めている。 

（最重度）Ⓐ :知能指数がおおむね 20 以下の者で日常生活において常時の介助を必要とする程度の状態

にある者。 

（重度）Ａの１:知能指数がおおむね 21 以上 35 以下の者で日常生活において常時の介助を必要とする程度

の状態にある者。 

Ａの２:知能指数がおおむね 36 以上 50 以下の者で視覚障害，聴覚障害，肢体不自由を有し，身体障

害者福祉法に基づく障害等級が１級，２級または３級の手帳を所持しており，日常生活にお

いて常時の介助を必要とする程度の状態にある者。 

（中度）Ｂの１:上記以外の者で，知能指数がおおむね 36 以上 50 以下の者で日常生活において介助を必要

とする程度の状態にある者。 

（軽度）Ｂの２:知能指数がおおむね 51 以上 75 程度の者で日常生活において介助を必要とする程度の状

態にある者。 

504 520 536 569 590

578 611 635 653 654
27 32 34 33

35726 758 801 834 869

1,137 1,214 1,289 1,356 1,419

2,972
3,135

3,295
3,445 3,567

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

（人）

Ａ（最重度） Ａ-１（重度） Ａ-２（重度） Ｂ-１（中度） Ｂ-２（軽度）

17.1％増 

13.1％増 

29.6％増 

19.7％増 

24.8％増 

17.0 16.6 16.3 16.5 16.5

19.4 19.5 19.3 19.0 18.3

0.9 1.0 1.0 1.0 1.0

24.4 24.2 24.3 24.2 24.4

38.3 38.7 39.1 39.4 39.8

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

Ａ（最重度） Ａ-１（重度） Ａ-２（重度） Ｂ-１（中度） Ｂ-２（軽度）
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⑧ 等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

2021（令和３）年度から 2025（令和７）年度までの５年間で，２級（中度）及び

３級（軽度）の手帳所持者数は増加しています。等級別の増加割合をみると，３級

（軽度）の増加割合（39.9％）が顕著となっています。 

 

■ 図 1-14 等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障害福祉課 

 

■ 図 1-15 等級別精神障害者保健福祉手帳所持者割合の推移 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障害福祉課 

 

  

520 522 510 534 486

2,263 2,471 2,614 2,832 2,936

1,171
1,343 1,398

1,523 1,638
3,954

4,336 4,522
4,889 5,060
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2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

（人）

1級（重度） 2級（中度） 3級（軽度）

13.2 12.0 11.3 10.9 9.6

57.2 57.0 57.8 57.9 58.0

29.6 31.0 30.9 31.2 32.4

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度 2025(令和7)年度

1級（重度） 2級（中度） 3級（軽度）

39.9％増 

29.7％増 

6.5％減 
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⑨ 自立支援医療（精神通院）認定者数の推移 

自立支援医療（精神通院）認定者数は，2021（令和３）年度から 2025（令和７）

年度までの５年間で，1,063 人増加しています。また，増加割合をみると，総人口

が 2.1％増であるのに対して，自立支援医療（精神通院）認定者数は 16.3％増と，

総人口の約 7.8 倍のペースで増加しています。 

 

■ 図 1-16 総人口と自立支援医療（精神通院）認定者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総人口 住民基本台帳人口 

自立支援医療（精神通院）認定者数 障害福祉課 

 

  

431,203 434,156 435,633 437,716 440,158

(1.5%) (1.6%) (1.6%) (1.7%) (1.7%)
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(人) (人)

16.3％増 

2.1％増 
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⑩ 福祉サービス受給者証所持者の推移 

ア）年齢区分別/障害別所持者数及び福祉サービス等給付費（決算額）の推移 

2021（令和３）年度から 2024（令和６）までの４年間で，受給者証の所持者数は

増加（29.3％）し，それに伴い福祉サービス等給付費（決算額）も増加（39.0％）

しています。その中でも障害児数及び 18 歳以上精神障害者数の増加が 37.8％と顕

著であり，サービスの質を担保するための取組が求められています。 

 

■ 図 1-17 年齢区分別/障害別所持者数及び福祉サービス等給付費（決算額）の推移 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障害福祉課 

 

 

イ）障害支援区分別所持者数の推移 

 

 

 

■ 図 1-障害支援区分別所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障害支援区分の数値が揃いましたら作成いたします。 

1,528 1,741 2,037 2,244
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545

551
5551,070

1,115
1,136

1,164921
1,030

1,135
1,2694,047
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2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度

（百万円）（人）

障害児数 18歳以上身体障害者数 18歳以上知的障害者数

18歳以上精神障害者数 福祉サービス等給付費（決算額）

2025（令和７）年度決算額が確定

しましたら修正いたします。 
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⑪ 柏市の一般会計及び扶助費の決算額（歳出） 

市の一般会計決算額は，2021（令和３）年度から 2023（令和５）年度は 150 億円

台で推移していたものの，2024（令和６）年度には 160 億円台に増加しています。

義務的経費である扶助費3に係る決算額も同様に，2024（令和６）年度には前年から

増加しています。 

 

■ 図 1-19 柏市の一般会計及び扶助費の決算額（歳出） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：決算報告書 

 

⑫ 扶助費及び障害福祉関係費の決算額（歳出） 

扶助費に係る決算額は，2022（令和４）年度以降，増加が続いています。障害福

祉関係費の決算額は，2021（令和３）年度から 2024（令和６）年度までの４年間で

継続的な増加が見られます。 

 

■ 図 1-20 扶助費及び障害福祉関係費の決算額（歳出） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：決算報告書  

 
3 生活保護費，障害者支援費などの福祉や医療に使う経費のこと。 

153,133 155,684 152,332
168,389

50,151 46,309 49,598 53,571
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50,151 46,309 49,598 53,571
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扶助費 障害福祉関係費 扶助費2021年度比 障害福祉関係費2021年度比

2025（令和７）年度決算額が確定

しましたら修正いたします。 

2025（令和７）年度決算額が確定

しましたら修正いたします。 
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⑬ 障害福祉関係費決算額（歳出）の支出額上位３項目の推移 

障害福祉関係費の決算額は，2021（令和３）年度以降，増加が続いています。そ

のうち，支出額上位３項目である福祉サービス等給付費，柏市福祉手当，重度心身

障害者（児）医療費が占める割合が全体の 90％前後を占めており，2024（令和６）

年度には 94.2％に達しています。 

 

■ 図 1-21 障害福祉関係費決算額（歳出）の支出額上位３項目の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：決算報告書 
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2021(令和3)年度 2022(令和4)年度 2023(令和5)年度 2024(令和6)年度

（百万円）

福祉サービス等給付費 柏市福祉手当 重度心身障害者（児）医療費 その他

2025（令和７）年度決算額が確定

しましたら修正いたします。 
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12,262 12,297 12,265 12,367 12,364 12,395 12,415 12,434 12,467 12,483 12,488 12,542

2,972 3,135 3,290 3,446 3,568 3,759 3,912 4,066 4,219 4,376 4,534 4,683

4,111 4,461 4,629 5,010 5,296 5,602 5,903 6,203 6,500 6,800 7,101 7,400
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身体障害者手帳所持者数 療育手帳所持者数 精神障害者保健福祉手帳所持者数 出現率

2021

(令和3)

年度

2022

(令和4)

年度

2023

(令和5)

年度

2024

(令和6)

年度

2025

(令和7)

年度

2026

(令和8)

年度

2027

(令和9)

年度

2028

(令和10)

年度

2029

(令和11)

年度

2030

(令和12)

年度

2031

(令和13)

年度

2032

(令和14)

年度

実 績 推 計

80.0％増

57.6％増

2.3％増

（２）障害者数の将来推計 

過去（2021（令和３）～2025（令和７）年度）の総人口に対する障害者手帳所持者4の

出現率5を算出し，過去の傾向を踏まえ，2032（令和 14）年度までの障害者手帳所持者

の出現率を推計しました。推計した出現率に推計人口を乗じることにより，障害者手帳

所持者数を算出しています。 

 

① 障害者手帳所持者の出現率及び障害３区分別障害者手帳所持者数の将来推計 

総人口に対する障害者手帳所持者の出現率は，2021（令和３）年度から増加傾向

にあり，2032（令和 14）年度には総人口の 5.4％がいずれかの障害者手帳を所持す

ることが見込まれています。身体障害者手帳，療育手帳，精神障害者保健福祉手帳

のいずれにおいても所持者数は増加が見込まれ，特に精神障害者保健福祉手帳所持

者数の増加割合は，2032（令和 14）年度に 2021（令和３）年度比で 80.0％増と，

顕著な増加が見込まれています。 

 

■ 図 1-22 障害３区分別障害者手帳所持者数及び出現率の実績及び推計 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者手帳所持者数 （実績・推計）障害福祉課 

出現率 障害者手帳所持者数と以下の人口データをもとに算出 

（実績）住民基本台帳人口/（推計）柏市将来人口推計 

 

 

 

 

  

 
4 障害者数の推計値算出にあたって用いたデータは，年齢別に再集計したことから時点のずれが生じ，（１）

柏市の概況（③ 障害３区分別障害者手帳所持者数の推移）において示した障害者手帳所持者数（実績値）

とは若干の齟齬が生じている。 
5 総人口に対する障害者手帳所持者数の割合を出現率としている。 
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② 年齢階層別人口及び年齢階層別障害者手帳所持者数の将来推計 

総人口は，2032（令和 14）年度に 2021（令和３）年度比で 5.4％増である一方，

障害者手帳所持者数は 27.3％（5,280 人）増と見込まれています。特に，18 歳未満

では人口が 1.1％減少するものの，障害者手帳所持者数は 57.6％（733 人）増，18

～64 歳では人口が 7.4％増である一方，障害者手帳所持者数は 46.5％（3,991 人）

増と見込まれています。 

 

■ 図 1-23 年齢階層別人口の実績及び推計 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（実績）住民基本台帳人口/（推計）柏市将来人口推計 

 

■ 図 1-24 年齢階層別障害者手帳所持者数の実績及び推計 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（実績・推計）障害福祉課 
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４. 前計画の振り返りを踏まえた施策の方向性 

前計画を施策ごとに振り返り，本計画における施策の方向性を明らかにしました。 

 

柱１ みんなで守り寄り添う共生のまちづくり 

【施策１】包括的相談支援体制の充実（重点） 

前計画の 

目指す姿 

◆身近な場所で安心して専門的な相談ができる体制の充実 

◆「断らない」相談支援体制を中心とした包括的な相談支援体制の充実 

現状と 

ニーズ 

●基礎調査では，悩みや困りごとは家族・親族に相談する人が最も多い一

方で，身近な場所や専門的な知識を持った相談先を求める声が多くなっ

ています。 

●基幹相談支援センターを１か所増設したことにより，地域の相談支援従

事者への支援件数が増加しました。国においても，基幹相談支援センタ

ーによる相談支援体制の充実・強化等が，市町村に求められています。 

●相談の内容や課題は複雑化・複合化しており，相談員への研修や関係機

関同士の連携と協働がこれまで以上に求められています。 

  
 

課題 

●相談が複雑化・複合化していることから，関係機関同士の連携・協働等

により，包括的な相談支援体制の構築が引き続き求められます。 

●希望者が利用しやすい相談支援体制が求められているため，障害者が身

近な場所で相談できるよう相談先を周知するとともに，専門性の高い相

談にも対応できるよう，支援者支援を通じた専門性の向上が必要です。 

  
 

施策の 

方向性 

◆基幹相談支援センターを中心とした関係機関の役割整理と連携強化に

よる包括的相談支援体制のさらなる充実 

◆地域の相談支援従事者への支援者支援の充実を通じた人材育成と相談

支援の充実 
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【施策２】権利擁護体制の充実 

前計画の 

目指す姿 

◆成年後見制度等の利用による日常生活の支援 

◆障害者への虐待のない社会の実現 

◆障害を理由とする差別のない社会の実現 

現状と 

ニーズ 

●委託相談支援事業所で運用を開始した成年後見制度に関する一次相談

窓口の利用件数は伸び悩んでおり，基礎調査においても成年後見制度及

び一次相談窓口に関する認知度は低く，利用ニーズも低い状況にありま

す。 

●柏市障害者虐待防止サポートチーム派遣事業の活用が進み，事業所職員

の障害者虐待防止に関する講座受講が進んでいます。一方，障害者差別

や合理的配慮の提供に係る周知啓発を行ったものの，相談件数の増加は

わずかとなっています。 

●基礎調査によると，教育機関，交通機関，店舗など様々な場所で障害者

が差別を感じています。障害者差別解消法や合理的配慮の認知度は障害

者，市民ともに低く，障害者の権利擁護に関する意識のさらなる醸成が

必要とされています。 

  
 

課題 

●成年後見制度や障害者の相談窓口についての認知度が不足しているこ

とが，制度の活用に結び付いていない背景にあると考えられます。制度

や相談窓口の案内など，成年後見制度に関する広範且つわかりやすい周

知啓発が引き続き求められます。 

●障害者の虐待防止や差別解消のために，幅広い周知啓発や事業所職員の

理解促進とあわせて，相談への適切な対応など，障害者の権利を守る体

制の強化が必要です。 

  
 

施策の 

方向性 

◆成年後見制度及び一次相談窓口の周知による制度利用の促進 

◆障害者差別解消法の周知と障害者差別・虐待への対応の強化 
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【施策３】情報アクセシビリティの充実 

前計画の 

目指す姿 

◆障害特性や年代に応じた情報アクセシビリティの確保 

◆必要な時に適切なコミュニケーション支援が受けられる状態の実現 

現状と 

ニーズ 

●基礎調査によると，障害福祉に関する情報の入手には，広報かしわや市

ホームページ等，多様な媒体が活用されているものの，高齢者や情報通

信機器を持たない人には紙媒体が依然として重要な手段とされていま

す。また，情報の入手先や得られた情報（制度やサービス等）がわかり

にくいとの意見が多くなっています。 

●2024（令和６）年の障害者差別解消法の改正によって事業者による障害

者等への「合理的配慮の提供」が義務化されました。情報の提供や意思

疎通支援にあたっても，障害特性に応じた合理的配慮の提供が事業者に

求められます。 

●国の「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推

進に関する法律（通称：障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーシ

ョン施策推進法）」では，障害の種類や程度に応じた情報取得や意思疎通

ができるようにすることなどにより，障害者による情報の取得等の施策

を推進することとしています。本市では，手話通訳者や要約筆記者に加

えて，失語症者向け意思疎通支援者の派遣を実施することで意思疎通支

援の充実を図りました。 

  
 

課題 

●情報のデジタル化やオンラインによる対応が進められている一方，従来

の紙媒体による情報へのアクセスを必要とする人がいます。障害特性等

に合わせた情報提供や意思疎通支援が必要となっています。 

●情報を入手する手段とあわせて，入手した情報の正しい理解と活用のた

めに情報を提示する方法を工夫するなど，誰にでも分かりやすい情報発

信が求められています。 

●意思疎通支援についての幅広い周知に加えて，引き続き意思疎通支援者

の養成を進める必要があります。 

  
 

施策の 

方向性 

◆情報取得方法を選択可能な環境整備とわかりやすい内容での情報発信 

◆意思疎通支援の周知と人材確保 
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柱２ みんなで支え安心して暮らせる共生のまちづくり 

【施策１】暮らしを支える基盤整備（重点） 

前計画の 

目指す姿 

◆地域全体での障害者の暮らしを支える支援ネットワークの充実 

◆高齢障害者や重度障害者，医療的ケア者等も含め，本人の希望に応じた

地域生活の実現 

現状と 

ニーズ 

●地域生活支援拠点を中心としたかしわネットワークの深化により，障害

福祉サービスを利用して地域で暮らす障害者は増加していますが，地域

生活支援拠点に求められる機能のうち，体験の場の提供が十分には機能

していない状況がみられます。 

●基礎調査では，現在も将来も自宅での生活を希望する人が多い一方で，

重度身体障害や強度行動障害，医療的ケアに対応した地域の住まいが不

足しているとの意見が挙げられています。 

●国の「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保す

るための基本的な指針」では，各市町村に地域生活支援拠点等を整備し，

コーディネーターの配置等による効果的な支援体制及び緊急時の連絡

体制を構築することや，年１回以上の支援の実績等を踏まえた運用状況

の検証・検討を実施することが盛り込まれています。 

●地域全体で障害者の暮らしを支えるために不可欠な関係機関同士の連

携について，基礎調査によると，お互いにできることが把握できている

とは言いづらく，協働で支援するしくみが十分に機能していないとの意

見が挙げられています。 

  
 

課題 

●地域での生活を希望する障害者が地域で暮らし続けられるよう，地域生

活支援拠点機能の充実のほか，関係機関同士が連携・協働した支援体制

の充実が求められています。 

●高齢の障害者や重度・重複障害者等，年齢や障害の程度に関わらず，地

域の中で希望する生活ができるような支援体制を整備していく必要が

あります。 

  
 

施策の 

方向性 

◆地域生活を希望する障害者が地域で暮らし続けられるよう，地域生活支

援拠点と関係機関による支援ネットワークの深化 

◆専門性の高い支援が必要な障害者や高齢障害者も希望する生活ができ

るような支援体制の整備 
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【施策２】暮らしを支えるサービスの充実 

前計画の 

目指す姿 

◆地域で自分らしい生活を送ることができるよう，個々のニーズに対応し

たサービスの充実 

現状と 

ニーズ 

●基礎調査によると，障害福祉サービスを利用するまでの手続きに時間や

手間がかかることや，利用方法がわからないことがサービス利用の障壁

となっています。また，サービスを提供する事業所の所在地の偏りや人

材不足，障害種別によって，サービスの利用が困難となるケースがある

との意見が挙げられています。 

●国は，不適切な事業運営を行う事業所をなくし，サービスの質の確保・

向上を図ること及び人材確保等に関する事項を，市町村障害（児）福祉

計画へ盛り込むよう求めています。基礎調査でも，サービスを提供する

事業所が増えている一方で，支援の質に課題があるとの意見が挙げられ

ています。 

  
 

課題 

●障害福祉サービスの利用手続きが円滑に進められるよう，適切な情報提

供や手続きの簡素化・迅速化等を検討する必要があります。 

●必要とする人に適切な障害福祉サービスが提供できるよう，サービスの

質と適正な量の確保が求められます。 

●利用者ニーズに沿ったサービスを提供するため，サービス従事者を対象

とした研修等による人材育成・確保が必要とされています。 

  
 

施策の 

方向性 

◆必要とする人が適切な利用ができるような情報提供とあわせて，利用者

が真に必要とする質の高いサービスの提供 

◆職員の処遇改善や研修の充実等によるサービス提供人材の育成・確保 
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【施策３】安心・安全な生活環境の整備 

前計画の 

目指す姿 

◆緊急時対応や障害特性に配慮した地域の防災・防犯体制の充実 

◆誰もが安全で利用しやすい福祉のまちの実現 

現状と 

ニーズ 

●基礎調査では，災害時に近所に助けを求められる人がいる障害者の割合

は増加しているものの，同居の家族・親族に助けを求めるケースが多く，

家族への依存度が高い現状がうかがえます。また，災害時に薬や医療的

ケアを確保すること，避難先で他の人と過ごすことが難しい障害者が多

くなっています。 

●基礎調査によると，普段から地域の人と障害者が身近に接する機会を増

やし，平時から関係を築くことが安心して生活するために必要との意見

が挙げられています。 

●委託相談支援事業所ヒアリング調査では，利用者一人ひとりについて，

災害時にどのような支援が必要かの把握（アセスメント）が不十分な現

状があり，行政の防災計画，個人の個別避難計画，事業所のＢＣＰ（事

業継続計画）の整合性が取れていないとの意見があります。 

●委託相談支援事業所ヒアリング調査では，地域によっては移動手段の確

保が難しく，物理的に支援へのつながりが阻害されているケースがある

ことが挙げられています。 

  
 

課題 

●個別避難計画の策定や避難訓練の実施など，災害時に必要な支援を提供

できる体制づくりが必要です。また，地域住民との平時からの関係づく

りなど「共助」のしくみづくりが求められます。 

●移動の困難さを解消するため，バリアフリー化など公共交通機関等にお

ける支援や整備を推進することが必要です。 

  
 

施策の 

方向性 

◆個別避難計画策定など災害発生時を想定した取組や地域住民との関係

構築のための取組の充実 

◆公共交通機関等のバリアフリー化等，移動の利便性向上 
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柱３ みんながその人らしく社会参加できる共生のまちづくり 

【施策１】就労支援の充実（重点） 

前計画の 

目指す姿 

◆希望する場所で働き続けられるような就労支援体制の充実 

◆工賃向上の取組の強化 

現状と 

ニーズ 

●障害福祉計画において成果目標として設定した項目である「就労定着率

が７割以上の就労定着支援事業所の割合」及び「就労移行支援事業等を

通じて一般就労に移行した人数」は計画終了期間である 2026（令和８）

年度中に設定した目標を達成できる見込みです。また，市内障害者就労

施設等の平均工賃額は上昇しています。 

●国においては，2026（令和８）年に民間企業に対する障害者法定雇用率

が 2.7％に引き上げられ，週 10 時間以上 20 時間未満で働く障害者も算

定の対象となり，障害者の就労に関する制度の整備が進められていま

す。 

●基礎調査によると，障害者が働くために必要なこととして，能力を生か

せる仕事や体調・障害特性への配慮，企業に対する障害者雇用への理解

促進が求められています。また，就労後の相談先に係るニーズが見られ

ました。 

●基礎調査によると，重度身体障害者や高度なスキルを持つ人等，特定の

属性の障害者が就労できる場所が少ないとの意見が挙げられています。 

  
 

課題 

●障害者の一般企業への就労については，障害特性等に配慮した支援や企

業の理解促進に加え，就労後に相談できる場所等，障害者が働き続けら

れるような支援が求められています。 

●障害特性や状態像に応じた選択ができるよう，多様なニーズに応じた働

く場の確保が必要です。 

  
 

施策の 

方向性 

◆必要な支援の提供や企業への理解啓発を通じた就労支援体制の強化 

◆障害の特性や障害者のニーズに応じた働く場の確保 
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【施策２】社会参加の促進（重点） 

前計画の 

目指す姿 

◆障害の種類や程度にかかわらず，その人らしく社会参加し，充実した余

暇を過ごすことができる地域社会の実現 

現状と 

ニーズ 

●柏市教育福祉会館（ラコルタ柏）を拠点に実施する，障害者等社会参加・

訪問支援（アウトリーチ）事業，障害者等社会参加コーディネート事業

ともに，利用者が増加しています。 

●基礎調査によると，趣味やサークル活動，音楽や絵画など「楽しみ」の

活動に対するニーズが高い一方で，参加したい活動が特にない障害者が

増加しています。 

●身近な場所で障害を問わず気軽に参加できる機会や障害者同士で話し

合える，交流できる場所が求められています。 

●国の「第５次障害者基本計画」では，障害者の自立及び社会参加の支援

等のための施策の１つとして「文化芸術活動・スポーツ等の振興」が挙

げられており，障害者の芸術文化活動への参加，スポーツに親しめる環

境の整備が必要とされています。 

  
 

課題 

●日常生活で必要な外出（買い物や通勤・通学・通所等）だけでなく，障

害者が自らの楽しみのために活動できたり，障害者同士で交流できたり

する場所や機会について，身近な地域で確保することが求められていま

す。 

●障害を問わず気軽に参加できる活動場所や内容等の充足，拡大が求めら

れています。 

  
 

施策の 

方向性 

◆障害者が気軽に立ち寄り，安心して過ごせる地域の居場所の確保 

◆市民とともに活動できる場の確保を通じた社会とのつながりの創出や，

障害者団体等の当事者活動への支援 
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【施策３】共生意識の醸成と支え合いの地域づくり 

前計画の 

目指す姿 
◆障害の有無にかかわらず，互いを尊重し，ともに支え合う地域社会の実現 

現状と 

ニーズ 

●障害者団体と協働して障害理解・啓発イベントを実施していますが，基

礎調査では，障害者に対する偏見や差別があると思う市民の割合は増加

しています。 

●基礎調査によると，学校での福祉教育によって若い世代には障害につい

ての理解が浸透しつつありますが，地域社会全体でみると，障害福祉や

障害者に関心はあるものの行動には移していない市民が多く見られま

す。 

●市民がボランティアに参加していない理由として，参加する時間やきっ

かけがないことが多く挙げられています。 

●障害者からは，周りの目を気にしてしまう，周囲の理解が必要との意見

が挙げられており，地域社会全体への理解啓発が求められています。 

  
 

課題 

●学校教育だけでなく，地域全体で障害を学び，障害者と交流できる機会

を増やすことで，市民一人ひとりの障害理解を深める必要があります。 

●障害に関心のある市民がボランティア活動へ踏み出せるような「きっか

け」づくりとあわせて，市民の受け皿となるボランティア活動団体への

支援の充実が求められます。 

  
 

施策の 

方向性 

◆啓発活動や交流機会の充実を通じた市民への障害理解の促進 

◆講座の実施等を通じた障害福祉や障害者に関心のある人のボランティ

ア活動への参加促進とボランティア団体への支援の充実 

 

  



第１章 総論 

29 

柱４ みんなが健やかに成長できる共生のまちづくり 

【施策１】乳幼児期における支援の充実 

前計画の 

目指す姿 

◆障害の早期発見から健やかな成長のための療育支援の充実 

◆こども園・幼稚園・保育園等，地域で適切な支援を受けられる体制の強化 

現状と 

ニーズ 

●児童発達支援センター（中核拠点）を官民１か所ずつ登録し，事業所職

員向けの研修会や，保育園等への訪問・助言を行いました。 

●国が 2023（令和５）年に策定した「こども未来戦略」では，児童発達支

援センターを中核とした地域の障害児支援体制の強化（地域における障

害児の支援体制の強化や保育所等におけるインクルージョンの推進）が

掲げられています。 

●基礎調査によると，就園・就学に不安がある，発育・発達の遅れに悩む

保護者は多く，障害児の保護者が今後充実を望む支援は，発達支援の専

門職による療育の充実が最も多くなっています。 

  
 

課題 

●児童発達支援センターを中核とした地域の障害児支援体制の構築を推

進するとともに，支援体制について広く周知していく必要があります。 

●療育の充実を求める保護者ニーズに対応するため，事業所ごとの特性や

事情を踏まえた，支援者のスキルアップが必要となっています。 

●保育所等におけるインクルージョンの推進のために，訪問支援や巡回支

援等を効果的に活用する支援体制の検討が求められます。 

  
 

施策の 

方向性 

◆早期発見・早期支援につなげるしくみの充実 

◆保育・教育現場における支援体制の強化 

◆児童発達支援センターに求められる中核機能の発揮 
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【施策２】学齢期における支援の充実 

前計画の 

目指す姿 

◆インクルーシブ教育システムのさらなる充実に向け，障害児の学びの保

障と共に学ぶ機会の充実 

◆放課後や休日における居場所の充実 

現状と 

ニーズ 

●特別支援教育コーディネーターを中心とした校内委員会の実施等によ

る，児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援体制の整備を進め

ています。 

●国が 2023（令和５）年に策定した「第４期教育振興基本計画」では，児

童生徒を取り巻く福祉的な課題への対応として，福祉部門と教育委員

会・学校等との連携を行いながら様々な悩みや不安を抱える児童生徒に

対する支援の充実を推進することとしています。 

●基礎調査によると，保護者が望む支援は学齢期の子どもの進学情報や学

習支援，卒業後の就労支援や仕事に関する相談が多くなっています。ま

た，障害のある不登校児童や中学生・高校生が日中過ごせる場所が不足

しているという意見が挙げられています。 

  
 

課題 

●特別支援教育のニーズの増加に伴い，特別支援学級担任の専門性向上や

校内支援体制の充実，教育分野と福祉分野の連携強化が求められていま

す。 

●学齢期の子どもが安心して過ごせる多様な居場所づくりのために，支援

者に対する情報共有及び研修機会の創出等を推進する必要があります。 

  
 

施策の 

方向性 

◆教育分野との連携によるインクルーシブ教育システムの推進 

◆学齢期のこどもが過ごせる多様な居場所づくり 
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【施策３】切れ目のない支援体制の構築（重点） 

前計画の 

目指す姿 

◆本人や家族を対象としたライフステージで途切れない支援 

◆支援機関間の連携強化による途切れない支援 

現状と 

ニーズ 

●子どものライフステージの移行による途切れない支援を実現するため，

ライフサポートファイルの活用促進や各種会議体を通じた関係機関の

連携強化を図っています。 

●国の動向として早期発見・早期支援等の強化（保健・医療・福祉・教育

等の関係者が連携し，早期から切れ目なくこどもの育ちと家族を支える

体制の構築を推進）を打ち出しています。 

●基礎調査によると，ライフステージの変化に対する支援の充実や，他分

野間の支援機関での認識の共有・連携が必要との意見が挙げられていま

す。 

  
 

課題 

●子どもや保護者へのライフステージの変わり目に応じた支援や，将来に

向けて抱える不安の解消が必要となっています。 

●児童，教育，福祉等の各分野を横断した連携や協働による専門性の融合・

共有が求められています。 

●ライフステージごとに支援の担い手が変わりやすい移行期においても

一貫した支援が継続されるよう，家族や関係機関で共有する「ライフサ

ポートファイル」のさらなる普及と活用推進が必要となっています。 

  
 

施策の 

方向性 

◆ライフステージの変化を見据えた切れ目のない支援体制の整備と情報

提供の充実 

◆児童発達支援センターを中心とした他分野を横断する関係機関連携の

強化 

 

 

 

  

「〔参考〕前期計画【柱４-施策３ 医療・ケア体制の充実】の他施策への分

離・統合状況」は，初稿では掲載していません。 
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５. 計画の基本的な考え方 

（１）基本理念 

本市では，第２期障害者基本計画（第２期プラン）を策定した 2004（平成 16）年度

から障害福祉像を「みんなでつくる みんなで暮らせるまち かしわ」と定めています。 

「みんなでつくる」は，市民や地域社会との協働と，当事者が社会参画している共生

社会を表し，「みんなで暮らせる」は，自己決定を尊重した自立生活の実現とノーマラ

イゼーション社会という柏市のあり方を表しています。 

この障害福祉像に共生社会実現への思いを込めて，各分野別計画に基づき地域で施策

を展開する際の共有すべき理念として，第２期計画から継承したものを，引き続き本計

画においても基本理念に位置付けます。 

  

 

 

 

 

（２）基本方針 

「基本理念」を実現するため，前計画から引き続き，次の２つを「基本方針」としま

す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

柱２・４ 

〔基本理念〕 

みんなでつくる 

 

〔基本理念〕 

みんなで暮らせる 

 

〔基本理念〕 

みんなでつくる みんなで暮らせるまち かしわ 

〔基本方針１〕 

共生社会の実現に向けた 

協働の促進 

〔基本方針２〕 

健やかに安心して暮らせる 

地域づくりの推進 

障害の有無にかかわらず，市民誰も

が互いに人格と個性を尊重し，支え

合って共生する社会の実現に向けて

取り組みます。 

誰もが生き生きとその人らしく，

健やかに安心して暮らせる地域

づくりに取り組みます。 

柱１・３ 
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（３）重点目標 

「基本方針」を推進するためには，障害者やその家族が抱える複合的な課題に対応し，

地域で安心して暮らし続けられる体制づくりが重要です。前計画においては，障害福祉

を中心として様々な分野の関係機関が連携し，分野横断的かつ継続的な支援を行う「か

しわネットワーク」を構築し，地域での活用に取り組みました。 

「かしわネットワーク」を地域で活用するにあたっては，地域の実情や課題感を正確

に把握する必要があり，地域の相談窓口となっている委託相談支援事業所や，地域にお

ける相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センター，地域生活を送る上での安心

を提供する地域生活支援拠点で把握する相談の傾向や地域の困り感を集約・分析する必

要があります。 

また，障害者総合支援法の改正により，これまで支援体制の検討に関する情報共有の

みが役割とされていた地域協議会には，地域における相談支援の個別事例等を通じて明

らかになった地域の課題を共有し，その課題を踏まえて，地域における支援体制の整備

につなげていく取組を着実に進めるための役割が求められるようになりました。 

こうした背景から，本計画では地域協議会との連携・協働のもと，「かしわネットワ

ーク」を地域資源として積極的に活用していきます。本市における地域協議会である柏

市自立支援協議会を中心とした情報共有や課題整理を通じて，相談支援・くらし・就労・

こどもそれぞれの分野を重点的に，様々な分野で「かしわネットワーク」を活用した実

践的な支援体制の強化を図るとともに，支援事例の蓄積や関係機関の相互理解を深める

ことで，地域全体の支援力向上につなげ，障害者が住み慣れた地域で自分らしく生活が

できる共生社会の実現を目指します。 

  

 

 

 

 

■ 図 1-25 かしわネットワークの地域での活用 

  

 

 

 

  

〔重点目標〕 

地域協議会との連携・協働による 

「かしわネットワーク」の地域での活用 
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（４）基本目標 

「重点目標」を達成するため，各種施策を整理して体系立て，「基本目標」を設定します。 

本計画では「重点目標」に地域協議会との連携・協働を掲げていることから，前計画

に引き続き，各種施策を柏市自立支援協議会専門部会と関連付けて「基本目標（４つの

柱）」として設定し，計画の推進体制を明確にしています。 

 

■ 図 1-26 基本目標及び基本目標を検討・推進する専門部会や会議体 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

■ 図 1-27 前計画からの変更点 

 前計画 本計画 

計画期間 

「柏市障害者基本計画」「柏市障害

福祉計画」「柏市障害児福祉計画」

のいずれも３年間とする 

「柏市障害者基本計画」：６年間 

「柏市障害福祉計画」 ：３年間 

「柏市障害児福祉計画」：３年間 

重点目標 
障害者の暮らしを支えるかしわ 

ネットワークの地域での活用 

地域協議会との連携・協働による

「かしわネットワーク」の地域での

活用 

基本目標を推進

するための事業 
市で実施する事業を掲載 

各施策の推進に協議会が関わるこ

とを明確化するため，市で実施する

事業に加えて専門部会が実施する

事業を掲載 

障害（児）福祉 

計画の見込量 
見込量を設定 

サービスの適正な提供を勘案して

見込量を設定 

  

基本目標 

相談支援部会 くらし部会 はたらく部会 こども部会 

検討・推進する専門部会 

計画全体に関連する会議体（関係機関） 

●柏市権利擁護ネットワーク会議における
障害者に関する専門部会 

●柏市障害者差別解消支援地域協議会 

●柏市障害児等医療的ケア支援連絡会 

●柏市精神障害にも対応した 
地域包括ケアシステム構築推進会議 

●柏市地域生活支援拠点運営協議会 

柱１ 

みんなで守り 

寄り添う 

共生のまちづくり 

柱１ 柱２ 

みんなで支え 

安心して暮らせる 

共生のまちづくり 

柱２ 柱３ 

みんながその人らしく 

社会参加できる 

共生のまちづくり 

柱３ 柱４ 

みんなが健やかに 

成長できる 

共生のまちづくり 

柱４ 
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■ 図 1-28 柏市自立支援協議会組織図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

【内容】 
●相談支援事業者による会議 

【目的】 
●相談支援体制整備・強化のための情報交換や
事例検討 

◇相談支援連絡会 

 相談支援部会 

 

【内容】 
●障害児等支援事業者による会議 

【目的】 
●障害児・家族のための支援体制の整備・強化 

◇切れ目のない支援体制推進会議 
◇放課後等デイサービス連絡会 
◇児童発達支援事業所連絡会 
◇保育所等訪問支援連絡会 

 こども部会  

【内容】 
●就労支援事業者による会議 

【目的】 
●一般就労・福祉的就労に係る就労支援体制の
整備・強化 

◇一般就労連絡会 
◇福祉的就労連絡会 

 はたらく部会 

 

【内容】 
●居宅サービス提供事業者による会議 

【目的】 
●グループホーム等の居住サービスの課題整
理と支援体制強化 

◇ヘルパー事業所連絡会 

◇グループホーム連絡会 

 くらし部会 

 

●柏市権利擁護ネットワーク会議における障害者に関する専門部会 

障害者虐待防止のネットワークづくり，権利擁護に関する課題の整理，事業所関係者及び市民に対す
る研修・啓発活動を行う。 

●柏市障害者差別解消支援地域協議会 

2016（平成 29）年４月に障害者差別解消法が施行されたことを受け設置。権利擁護と関連が深く，構
成委員も重複が多いため，柏市権利擁護ネットワーク会議における障害者に関する専門部会と一体的
に活動する。 

●柏市障害児等医療的ケア支援連絡会 

柏市における医療的ケアを要する障害児者（介護保険対象者を除く）の支援体制の構築や関係機関の
ネットワーク化を図る。 

●柏市精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進会議 

医療，障害福祉，介護，社会参加，住まい，地域の助け合い，教育などが包括的に支援するシステムの
構築を目指し協議する。 

●柏市地域生活支援拠点運営協議会 

柏市に暮らす障害者等が地域で安心して生活できる環境の推進を図り，地域生活支援拠点の円滑かつ
適正な推進について検討する。 

その他会議体（関係機関） 

専門部会 

 

【内容】 

●関係機関や障害者団体等から選出された方による会議 

【目的】 

●支援体制の充実・強化に関する課題や体制整備についての協議 
●プランの推進に向けた協議 

全体会  

【内容】 

●部会長や事務局等による会議 

【目的】 

●部会間の意見交換や課題検討 

運営会議(兼障害者計画策定部会) 

柏市自立支援協議会 

 

 

事務局会議 

【目的】 

●協議会における一体的な協議・検討のための調整 

【内容】 

●市と基幹相談支援センターによる会議 
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（５）重点施策 

「重点目標」達成のために設定する「基本目標」の４つの柱ごとに，特に重点的に取

り組む事項を「重点施策」として位置づけます。 

「重点目標」として柏市自立支援協議会との連携・協働を掲げていることから，柱ご

とに設定された施策のうち，特に柏市自立支援協議会専門部会との関係が深い次の施策

を重点施策とします。 

 

柱１ みんなで守り寄り添う共生のまちづくり 
  

施策１ 相談支援（施策名検討中） 
 

障害者の暮らしを支える「かしわネットワーク」の入口となる相談支援につい

て，身近な地域で安心して専門的な相談ができる体制の充実を図ります。 

 

柱２ みんなで支え安心して暮らせる共生のまちづくり 
  

施策１ 基盤整備（施策名検討中） 
 

「かしわネットワーク」の中核となる地域生活支援拠点と地域の関係機関等の

連携を強化し，緊急時の対応や地域移行を推進することで，地域で安心して生活

できる体制の充実を図ります。 

 

柱３ みんながその人らしく社会参加できる共生のまちづくり 
  

施策１ 就労支援（施策名検討中） 
 

「かしわネットワーク」の各機関が連携・協力しながら，障害の程度にかかわ

らず，障害者が自らの選択に基づいて，地域で就労できる体制の充実を図ります。 

 

柱４ みんなが健やかに成長できる共生のまちづくり 
  

施策３ 切れ目のない支援（重点施策から検討中） 
 

「かしわネットワーク」の各機関が連携・協力しながら，ライフステージによ

って途切れることなく，子どもが地域で適切な支援を受けられる体制の充実を図

ります。 

  

重点施策 

重点施策 

重点施策 

重点施策 

重点施策名は，内容が決定しましたら

修正いたします。 
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（６）本計画の体系 

■ 図 1-29 本計画の体系 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

第５期柏市障害者基本計画 

障害（児）福祉計画（第８期柏市障害福祉計画・第４期柏市障害児福祉計画） 

成果目標の設定 
活動指標 

（障害福祉サービスの見込み） 
地域生活支援事業の見込み 

みんなでつくる みんなで暮らせるまち かしわ 基本理念 

 基本方針 

共生社会の実現に向けた 
協働の促進 
（柱１・３） 

健やかに安心して暮らせる 
地域づくりの推進 
（柱２・４） 

地域協議会との連携・協働による「かしわネットワーク」の地域での活用 重点目標 

 基本目標 

柱１ 

みんなで守り寄り添う 
共生のまちづくり 

１ 相談支援（重点） 

２ 権利擁護 

３ 情報アクセシビリティ 

柱２ 

みんなで支え 
安心して暮らせる 
共生のまちづくり 

１ 基盤整備（重点） 

２ 障害福祉サービス 

３ 防犯・防災，バリアフリー 

柱３ 

みんながその人らしく 
社会参加できる 
共生のまちづくり 

１ 就労支援（重点） 

２ 社会参加（当事者） 

３ 共生意識（周囲） 

１ 乳幼児期 

２ 学齢期 

３ 切れ目のない支援（重点） 

柱４ 

みんなが健やかに成長できる 
共生のまちづくり 

サービス提供体制の確保・方策 

 

施策名は内容が決定しましたら

修正いたします。 
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６. 計画の推進に向けて 

（１）計画の評価・見直し 

① 計画の進捗管理 

本計画では，以下の指標を設定して，目指す方向性を示します。これらの指標に

ついては，ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき，少なくとも１年に１回は実績を把

握し，中間評価として分析・検証を行い，必要があると認めるときは数値目標等の

変更や事業の見直し等の措置を講じ，成果の最大化を図ります。 

そのため，策定した計画については，定期的にその進捗を把握し，取組や目標値

などを見直す必要が生じた場合には，分析・検証の上で対応を検討します。 
 
■ 図 1-30 計画の進捗管理に用いる指標 

指標名 内容 

障害者 

基本計画 

評価指標 方針の達成度を測るための数値を設定したものです。 

参考指標 取組の成果や効果を測るための数値を設定したものです。 

障害(児)

福祉計画 

成果目標 
国が示す基本指針に即して，障害福祉サービス等の提供体

制の確保に係る目標として数値を設定したものです。 

活動指標 

国が示す基本指針に即して，成果目標を達成するために，

障害福祉サービスの利用人数や日数等の見込量を設定し

たものです。 

地域生活支援

事業の見込量 

市町村が独自に実施するサービスの見込量を設定したも

のです。 
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本市では，柏市健康福祉審議会障害者健康福祉専門分科会及び柏市自立支援協議

会等が協議の場となります。なお，協議の場における確認事項は次のとおりです。 
 
■ 図 1-31 協議の場における計画の進捗管理に関する確認事項 

 

年度 
計画期間・確認事項 

障害者基本計画 障害福祉計画・障害児福祉計画 

2027 

（令和９） 

年度 

第５期 

●前計画の実績評価 

第８期 

・ 

第４期 

●前計画の実績評価 

2028 

（令和 10） 

年度 

●進捗状況検証 ●進捗状況検証 

2029 

（令和 11） 

年度 

●事業評価及び数値指標評価

（中間評価） 

●中間見直しのための調査 

及び課題・ニーズの検証 

●（中間見直し） 

●事業評価及び数値指標評価 

●課題・ニーズの検証 

●次期計画の策定 

2030 

（令和 12） 

年度 

●進捗状況検証 

第９期 

・ 

第５期 

●前計画の実績評価 

2031 

（令和 13） 

年度 

●進捗状況検証 

●次期計画策定のための基礎

調査実施 

●進捗状況検証 

2032 

（令和 14） 

年度 

●事業評価及び数値指標評価 

●課題・ニーズの検証 

●次期計画の策定 

●事業評価及び数値指標評価 

●課題・ニーズの検証 

●次期計画の策定 
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② 点検・評価結果の反映 

計画の推進にあたっては，柏市健康福祉審議会障害者健康福祉専門分科会等から

計画の進捗状況や計画を推進していくための方策について意見・提案等を受ける外

部評価とあわせて，事業を実施する庁内各課や柏市自立支援協議会の内部評価を定

期的に実施し，計画の見直し等，施策に反映することで，推進体制の確保を図って

いきます。 

その際には，以下のＰＤＣＡサイクルのプロセスに基づき，計画の推進や取組の

改善に取り組みます。 

 

■ 図 1-32 評価・進捗管理体制のイメージ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●障害者 

障害者や関連団体等の意見を

募ります。 

●市民アンケート 

アンケートを通じて事業の評

価を行います。 

●障害福祉サービス提供事業者 

サービス提供事業者の自己評価を踏まえて，事業者の意見を募ります。 

内部（庁内）評価 

計画の推進・取組の改善 

外部評価 

●事業評価 

庁内関係各課による事業の 

評価を行います。 ●柏市健康福祉審議会 

障害者健康福祉専門分科会 

進捗状況の評価や問題点の洗

い出しを行うとともに，その改

善方法などについても審議を

行います。 

●柏市自立支援協議会 

障害者や支援者・事業者の視点

及び専門部会で実施した取組

の自己評価を踏まえ，計画の見

直しに対して意見や改善策の

提案などを行います。 
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■ 図 1-33 ＰＤＣＡサイクルのプロセスのイメージ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●障害者基本計画策定にあたっての基本的な考え方，重点目標や基本目標の施

策及び主な取組，指標の提示 

●障害（児）福祉計画策定にあたっての基本的な考え方及び達成すべき目標，

サービスの見込量の提示 

基本方針 

 

●障害者基本計画における方針の達成度を測るための評価指標，成果目標及び

活動指標については，１年に１回その実績及び達成度を把握し，障害者施策

や関連施策の動向も踏まえながら，障害者基本計画，障害（児）福祉計画の

中間評価として分析・評価を行う。 

●中間評価の際には，審議会等の意見を聴くとともに，その結果について公表

する。 

●活動指標については，より高い頻度で実績を把握し，達成状況等の分析・評

価を行う。 

評価（Ｃｈｅｃｋ） 

  

●「基本方針」に即して施策ごとに各種事業を計画。また，達成度を測る指標

（評価指標や成果目標）を設定するとともに，障害福祉サービスの見込量の

設定やその他確保方策等を定める。 

計画（Ｐｌａｎ） 

 

●中間評価等の結果を踏まえ，必

要があると認めるときは，計画

の変更や見直し等を実施する。 

改善（Ａｃｔ） 
 

●計画の内容を踏まえ，事業を実

施する。 

実行（Ｄｏ） 
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（２）推進体制の確保 

① 推進体制の確保 

計画の推進にあたって，庁内や国・県の関係行政機関との間で，必要に応じた情

報の共有や研修への参加等を通じ，連携を図ります。 

また，柏市自立支援協議会等の関係機関・団体等との連携・協働を行いながら，

市，相談支援事業者，サービス事業者，さらには雇用分野，教育分野等の関係者に

よるネットワークを活用し，計画の推進を図ります。 

 

② 障害福祉サービスや計画に関する地域の力の活用 

必要とする障害福祉サービスを誰もが適切に利用できるよう，サービス内容や利

用手続き等の情報提供に努めるとともに，多様な媒体を用いて，年代や障害特性に

応じた計画の周知を図ります。さらに，市職員，地域の住民・企業に対して，障害

に関する正しい知識の啓発に努め，障害理解の促進を図るとともに，共生社会の実

現を目指して地域の力を活用します。 

 

③ 事業者のサービスの質の確保と経営基盤の安定化 

地域生活支援事業の実施にあたっては，事業者に対しては一定の基準を設けると

ともに，苦情処理体制を整備，確立するなど，質の確保を図ることにより，制度の

円滑な運営につなげます。 

また，県の指定を受けた事業者についても，県との連携を図り，質の確保に努め

ます。なお，こうしたサービスの質の確保に加えて，障害者等が継続的にサービス

を利用できるよう，担い手である事業者の経営基盤の安定化を図る必要があること

から，行政としての支援のあり方について検討を進めます。 
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